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【  資　   格  】  本協会の目的及び趣旨に賛同して入会した、病院の代表者
　　　　　　 （代表者はその病院の管理者又は医師である開設者、若しくはその病院の代表として選任された医師とする。）

【 入 会 金 】なし
【 年 会 費 】年額 96,000円、月額 8,000円
　　　　　　 （年度途中の入会の場合は、初年度に限り年度末までの月割分となります。）

正会員

※詳細については、全日病事務局までお問い合わせください。

入 会 の ご 案 内

【  資　   格  】  本協会の事業に関連して入会した、病院以外の医療機関の代表者
【 入 会 金 】なし
【 年 会 費 】年額 48,000円、月額 4,000円
　　　　　　 （年度途中の入会の場合は、初年度に限り年度末までの月割分となります。）

準会員

①本協会において発行する機関誌「全日病ニュース」、広報誌等の定期刊行誌を発行の都度、無償で
受け取ることができる。
②本協会が主催する全日本病院学会及び研修会等に参加することができる。

正会員・
準会員の特典

入会手続 入会申込書は当協会事務局よりお送りいたします。なお、正会員の入会申込書は都道府県支部を経由しての
申し込みとなります。

【  資　   格  】  本協会の事業を賛助するため入会した団体又は個人
【 入 会 金 】なし
【 年 会 費 】１口 100,000円

賛助会員

上記「正会員・準会員の特典 ①、②」に加えて、全日病ニュース、ホームページへの広告掲載及び会員に対して
ＤＭを送付することができる。賛助会員の特典

公益社団法人 全日本病院協会
〒101-8378 東京都千代田区神田猿楽町2-8-8 住友不動産猿楽町ビル 7F

TEL  03-5283-7441（代表）　FAX  03-5283-7444
E-mai l   info@ajha.or.jp h t t p s : / / w w w . a j h a . o r . j p /



ご 挨 拶

全日本病院協会（全日病）は、昭和35年に民間病院を主体とした全国組織

として設立、昭和37年9月に社団法人として認可、そして平成25年4月に公益

社団法人として認定され、現在、約2,500病院が加入しております。

当協会は、「全国の病院の一致協力によって病院の向上発展とその使命遂行

に必要な調査研究等の事業を行い、公衆衛生の向上、地域社会の健全な発展

に寄与することを目的とする」という理念の下、「国民に安心・安全で質の高い

医療を医療人が誇りと達成感を持って提供できるような環境整備を行う」とい

う基本的考え方を実現するために、多くの活動を行っております。

高齢社会がピークに達する平成37年（2025年）に向けて、国は社会保障と

税一体改革を進めており、既存の医療・介護提供体制の見直しに関する様々な

施策を実行しています。この医療制度改革には、地域医療構想を含む医療計

画、平成30年度医療・介護報酬同時改定、療養病床の受け皿となる介護医療

院など、当協会会員の直面する諸問題が山積しています。また、医師の働き方

改革、専門医制度も病院の存続に係る大きなテーマです。そして、全国各地で

行われている地域包括ケアシステムの構築は、地域に密着した中小病院にとっ

て、極めて重要な問題だと考えています。これらの見直しには、当協会をはじめ

多くの病院団体が主体的に関わり、その意見を適切に反映させていく必要があ

ります。

地域医療を守るためには、地域の医療機関が継続して安定的に経営が出来

る環境を整備することが必要不可欠です。当協会では、医療に係る様々な問題

について理事会等において情報を共有し、必要な対応を検討・実行するととも

に、全会員へ情報を迅速に伝達する仕組みを強化します。また、地域によって医

療提供体制や介護施設等の在り方が大きく異なるため、各支部から情報を収

集し、必要な支援体制を構築します。

副会長、常任理事、理事、監事の執行部一同、そしてすべての会員とともに、

一致団結して当協会の理念に基づき、日本の医療、地域医療を支える病院団体

として活動してまいります。

当協会の活動についてご理解いただき、ご入会いただきますよう心よりお願

い申し上げます。

公益社団法人 全日本病院協会 会長

猪 口 雄 二



全日本病院協会の主な取り組み 全 日 本 病 院 学 会

第54回：地域医療の最前線 ～みなとみらいから未来ヘ～
（H24.9.21～22：神奈川県：一般演題707件）
第55回：地域医療を担う我ら ～埼玉から日本ヘ発信～
（H25.11.2～3：埼玉県：一般演題689件）
第56回：病院医療をプライマリ・ケアの現場から考える ～地域の未来を診療所とともに～
（H26.9.20～21：福岡県：一般演題557件）
第57回：イノベーション ～医の原点を見つめつつ～
（H27.9.12～13：北海道：一般演題691件）
第58回：地域医療大改革 ～豊かな未来への取り組みをくまもとから～
（H28.10.8～9：熊本県：一般演題572件）
第59回：大変革前夜に挑め! ～今こそ生きるをデザインせよ～
（H29.9.9.～10：石川県：一般演題704件）

調 査 ・ 研 究 活 動 、 全 日 病 総 研（ シ ン ク タ ン ク ）

エビデンスに基づいた要望・陳情活動を行うため、必要に応じて会員病院にアンケー卜等による調査を実施しています。また、

厚生労働省等からの研究費・補助金により、医療安全や質向上、認知症、終末期等、医療・介護に係わる諸問題について調査・

研究活動を行っています。当協会内には社会保障制度（特に医療・介護分野）に係わるもの全般について、調査・分析・検討を行

い、その結果に基づいて、国民に選択される政策の立案・提言を行うためのシンクタンク部門として「全日病総研」があります。

介 護 医 療 院 協 議 会

会員が介護医療院開設を目指す際に発生する課題について迅速かつ丁寧に取り組み、対応すべき方針を適切に提示します。

【協議内容】

① 全日病として検討すべき課題を抽出し対策を立案する

② 介護医療院への転換のメリット・デメリットを提示する

③ 転換モデルのシミュレーションを行う（スケジュール管理など）

④ 指定取得後の運営に関する助言を行う

⑤ 行政などの情報提供を迅速に行う

外 国 人 技 能 実 習 生 受 入 れ に 係 る 事 業

技能実習制度は、開発途上地域への技能等の移転を図りその経済発展を担う「人づくり」に協力することを目的とする制度

で、我が国の国際貢献において重要な役割を果たしています。今回本制度に「介護」が新設され（予定）、当協会はその監理団体

として（申請予定）、以下のことを取り組んで参ります。

・外国の優良な人材送出し機関と業務協定を締結し、外国人看護師に現地で1年間の日本語教育を実施（日本語検定試験の3

級合格が目標）、介護現場等でコミュニケーションが出来るように育成を行う。

・1年間の日本語教育が終了した外国人看護師を来日させ、技能実習生「介護」として実習実施施設（病院、介護施設）で3年間

（優良と認められれば5年間）の実習を行う。 又、日本語検定試験2級に合格させて介護福祉士の国家資格取得を目指す。

・技能実習生の保護等のため、当会（監理団体）が実習実施施設に対し毎月の訪問指導、監査を行い、技能実習生に対する人権

侵害行為等の有無の確認を行い、問題があれば是正措置を行う。

・その他、技能実習生からの相談等の対応を行う。

・当面はベトナム人看護師を想定し、その後は新たな検討を行う。

政 府・与 党 、行 政 、関 係 機 関 へ の 要 望 活 動

要望及び陳情活動にあたっては、厚生労働省をはじめとして関係機

関並びに日本医師会及び国会議員に対して説明を行い、改善策を早急

に実施できるように随時意見交換を行っています。

なお、病院団体が協同して要望すべき事項においては、日本病院団

体協議会（当協会を含む１2団体で構成）あるいは四病協団体協議会

（日本病院会、日本医療法人協会、日本精神科病院協会、全日本病院

協会で構成）として要望を行っています。

病 院 の あ り 方 に 関 す る 報 告 書

会員病院が質の高い医療提供のために行うべき具体的な取り組みを示すと共に、持続可能な提供体

制のあり方を提言し、会員病院の対応に関して助言を行うための報告書を1998年より作成していま

す。（今までに7冊発行）全日病は本報告書に基づき活動することを理事会決定しています。

医 療 事 故 調 査 等 支 援 団 体

当協会は医療機関が院内事故調査を行う際に必要な支援を行う「医療事故調査等支援団体」です。具体的な支援内容と

して、相談・助言（医療事故調査制度について、センターへの届出判断、院内事故調査手法、院内事故調査報告書作成、院内

事故調査委員会設置・運営）、院内事故調査の専門家派遣、人材育成研修、患者遺族の質問・相談受付、等を行っています。

支援にあたっては他の支援団体と連携・協力しながら進めます。

全日本病院学会は3,000名程度の参加者数で、毎年学会担当支部がその都市において開催し、日本の医療や民間病院にお

ける様々な問題等をテーマに、シンポジウム、講演、ワークショップ、一般演題の発表等を行い、医療の質向上に取り組んでいます。

認 定 個 人 情 報 保 護 団 体

全日病は「認定個人情報保護団体」として個人情報保護法に基づき、対象事業者（会員病院）の個人情報の適切な取扱い

の確保を目的として、会員病院の個人情報の取扱いに関する申立人（患者・家族等）からの苦情・相談の処理や会員病院へ

の情報提供、研修会、アンケート調査等を行なっています。



各 種 研 修 事 業

（1）開設者・管理者・幹部職員向けの研修

・2025年に生き残るための経営セミナー

・医療機関トップマネジメント研修コース・インテンシブコース

・病院事務長研修コース

・看護部門長研修コース

・災害時の病院管理者等の役割研修

・災害時のBCP研修

・若手経営者の会

・病院見学

・夏期研修会

（3）病院組織全体を対象とした研修

・地域防災緊急医療ネットワーク・フォーラム

・業務フロー図作成・改善講習会、特性要因図作成研修会

・院内医療事故調査の指針 事故発生時の適切な対応 研修会

・医療事故調査制度への医療機関の対応の現状と課題 研修会

・MEDI-TARGET操作説明会（初級・上級コース・無料体験会）

・機能評価受審支援セミナー

・ハワイ研修旅行

（2）勤務医師・看護師・薬剤師、その他医療従事者向けの研修

・診療報酬改定説明会・介護報酬改定説明会

・臨床研修指導医講習会
※本講習会は厚生労働省の開催指針に沿った指導医養成講習会です。

・医師事務作業補助者研修
※本研修は、診療報酬の「医師事務作業補助体制加算」を算定するための研修要件を満たしています。

・高齢者医療研修会
※本研修は、診療報酬の「総合評価加算」を算定するための研修要件を満たしています。

・医療安全管理者養成課程講習会、医療安全管理者継続講習（演習）会
※本研修は、診療報酬の「医療安全対策加算」を算定するための研修要件を満たしています。

・医療安全対策講習会

・医療機器安全管理講習会

・病院職員のための認知症研修会

・病院看護師のための認知症対応力向上研修会
※本研修は、診療報酬の「認知症ケア加算2」を算定するための研修要件を満たしています。

・AMAT隊員養成研修

研修については必要に応じて随時開催いたします。最新の研修については全日病ＨＰをご確認ください。

・病院医療ソーシャルワーカー研修会

・個人情報管理・担当責任者養成研修会　ベーシックコース・アドバンストコース

・看護師特定行為研修指導者講習会
※本講習会は、特定行為研修に必要な指導方法等に関する講習会として、厚生労働省「看護師の特定行為研修に係る実習等の指導者研修

の開催の手引き」に沿って行われるものです。

・看護師特定行為研修指導者講習会実施者（タスクフォース）養成研修会

・特定保健指導実施者育成研修（基礎編・技術編）
※本研修は厚生労働省が平成19年4月に公表した「標準的な健診・保健指導プログラム（確定版）」に記載されている「健診・保健指導の研

修ガイドライン（確定版）」に沿った研修です。

・特定保健指導専門研修（食生活改善指導担当者研修）
※本研修は「厚生労働省告示第十号（H20.1.17）」、食生活改善指導担当者研修に該当します。

・保健指導士更新研修会

・総合医育成事業
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会 員 病 院 へ の 情 報 提 供

「全日病ニュース」（月2回発行）、全日病ホームページで医療行政情報等の積極的

な情報提供を行っております。なお、重要な情報については一斉メールによる迅速な情

報提供を行います。また、全日病の役員が厚労省等の審議会・検討会に委員として参

加した場合には、審議会・検討会の要旨を役員のコメント入りでメール配信いたします。

若手経営者の育成について

若手経営者の育成を目的とした研修会等の企画・実施並び若手経営者同士のネットワーク作りを推進しています。また、東

日本・西日本若手経営者の会と協同して、先進的な取り組みをしている病院の見学、意見交換会等を企画しています。

D医療センター 02 6.8㎞ 6.5 9.4
自病院 02 0.0㎞ 3.8 9.9
F記念病院 02 5.8㎞ 2.8 13.6
B大学病院 02 6.3㎞ 2.7 9.0
G市立総合病院 02 7.5㎞ 2.2 13.7
D医療センター 99 6.8㎞ 2.2 8.3
E総合病院 97 5.6㎞ 1.8 11.9
B大学病院 99 6.3㎞ 1.8 13.9
E総合病院 99 9.4㎞ 1.7 14.1

施設名 手術 距離 月平均
症例数

平均
在院日数

D医療センター 6.8㎞ 9.2
自病院 0.0㎞ 6.0
F記念病院 5.8㎞ 4.7
B大学病院 6.3㎞ 4.5
G市立総合病院 7.5㎞ 4.0
Aメディカルセンター 6.6㎞ 2.2
県立C病院 9.4㎞ 2.0
E総合病院 5.6㎞ 1.8

施設名 距離 月平均
症例数

99 14.5 14.5 2.47 2.18 79.0 2.0¥357,417 ¥312,967 ¥44,450
97 6.0 6.0 1.00 1.16 67.0 1.0¥291,470 ¥290,630 ¥840
全体 11.7 11.7 1.98 1.84 75.0 3.0¥335,435 ¥305,521 ¥29,913

手術 平均在院日数
（一般病種のみ）

平均在院日数
（一般以外含）

入院期間
尺度

平均包括
総収入

平均出来高
換算金額

平均差額
（包-出）

医療資源
投入尺度 平均年齢

月平均
症例数

自病院データ

ベンチマーク（平成21年度「DPC導入の影響評価に関する調査結果及び評価」最終報告概要より）

県立C病院
G市立総合病院

F記念病院

Aメディカルセンター

D医療センター

B大学病院

W E

N

S
※バブルサイズ：一ヶ月あたりの症例数
※目盛の単位：1km

医療の質の評価・公表事業
D P C 分 析 事 業（ M E D I - T A R G E T ）

日帰り人間ドック実施施設の指定
特 定 健 診 ・ 特 定 保 健 指 導 集 合 契 約

全日病は健康保険組合連合会、UAゼンセン同盟との提携契約に基づいて、会員病院における日帰り人間ドックの提供事業

を行っています。

【日帰り人間ドック】　指定料　100,000円、 年会費　30,000円、 更新料　50,000円
※指定料：指定時1回限り。年会費は初年度については月割での請求。その他詳細については電話でお問い合わせください。

平成20年4月より高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、特定健康診査・特定保健指導の制度が施行され、全日病

では平成20年度より医療機関のとりまとめ機関として、健康保険組合連合会など11の保険者団体と集合契約Aを締結してお

ります。

全日病では医療の透明性、質の担保において臨床指標を用いた評価が重要と考え、医療の質の評価・公表事業を実施し

ています。

事業の一環として、DPC分析ソフト【MEDI-TARGET】を会員価格で提供しています。サーバー設置が不要なASP方式の

ため設備投資の負担も軽く、制度改定等にも随時対応します。また、定型分析の他、自由分析が容易にできます。

本事業では、事業参加病院がMEDI-TARGETにアップロードしたデータを収集・分析し、分析結果は各参加病院にフィー

ドバックするほか、一部をホームページで公開するとともに、参加病院のデータを還元して継続的質改善に資する事業とし

て実施しています。MEDI-TARGET参加の病院は、DPC請求データに付加的に数項目を追加することで本事業に無料で参

加可能です。

看護師特定行為研修（eラーニング）

当協会では、一般社団法人 S-QUE 研究会と共同開発した「特定行為に係る看護師の研修」（共通科目315時間のeラーニ

ングコンテンツ）を、S-QUE 研究会提供の病院向けオンデマンド研修サービス「S-QUE 院内研修 1000’」に追加して、指

定研修機関や協力施設等への提供を行っています。

災 害 時 病 院 支 援

平成28年熊本地震では、発災直後からAMAT（11班43名）を派遣し、被災会員病院に対する入院・外来診療の支援、避難

所に対する巡回診療を実施し、更にはPush型による支援物資並びに義援金を会員病院へ配布しました。また熊本地震では、

東日本大震災における教訓から民間の損害保険会社と提携し、不慮の事故に対する保険に加入し、AMATが安全・安心した活

動が行えるよう体制も整備いたしました。

今後は、AMATの拡充の他に、災害時の病院における事業継続といった施設に対する研修会も充実させていきます。

機 能 評 価 受 審 支 援 相 談 事 業

（公財）日本医療機能評価機構が実施する病院機能評価を受審準備中の会員病院に出向き、相談に応じています。全日

病が依頼した病院機能評価に精通しているアドバイザーが伺います。



専門・研究部門委員会の主な事業活動

プライマリ・ケア検討委員会
超高齢社会におけるプライマリ・ケアの喫緊の課題である、在宅医療、認知症等を総合的に検討す
る。病院職員のための認知症研修会、病院医療ソーシャルワーカー研修会の企画・運営を実施。

病院のあり方委員会
病院のあり方に関する報告書作成のための調査・検討を実施。また、全日病の活動全般に関
わる事項についての検討を実施。

人間ドック委員会 日帰り人間ドック、特定健診・特定保健指導に関する集合契約各種調査・研修等を実施。

救急・防災委員会
台風、地震等の災害発生時における被害調査、救助活動の実施。また、防災訓練、地域防災
緊急医療ネットワーク・フォーラムの企画・運営を実施。

学術委員会 全日病学会、夏期研修会、ブロック研修会等の学術研修の企画・運営を実施。

病院機能評価委員会
日本医療機能評価機構が実施する病院機能評価事業についての調査・検討を実施。また、機
能評価受審支援相談事業、機能評価受審支援セミナー等を実施。

医療従事者委員会
医療従事者に関する諸問題について調査・検討を実施。病院事務長研修コース、看護部門長
研修コースの企画・運営を実施。

医療の質向上委員会
(医療安全含)

診療アウトカム評価事業、DPC 分析事業（MEDI-TARGET）、医療の質の評価・公表等推進事業、
医療安全に関する各種研修の企画・運営を実施。

広報委員会 全日病ニュース、HP 等を通じた会員病院への情報提供、広報等を実施。

高齢者医療介護委員会
介護保険制度、高齢者・慢性期医療について調査・検討を実施。また、老人保健健康増進等事業
において、病院団体としての視点から調査・検討を行い、報告書等に取り纏めたうえで、各方面
に提言を実施。

医療保険・診療報酬委員会
医療保険制度や診療報酬等についての調査・検討を行い、制度や診療報酬等に関する提言、要望書の
作成、関係機関への要望を実施。また、総合評価加算や医師事務作業補助体制加算等の診療報酬の施
設基準に規定されている研修の企画・運営を実施。

医業経営・税制委員会
税制について調査・検討を行い税制改正要望書の作成、関係機関への要望を実施。また、臨
床研修指導医講習会の企画・運営を実施。

事務局
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全 日 病 の 沿 革

会 員 数 の 推 移

平成   2 年度 1,939 51
平成   3 年度 1,968 52
平成   4 年度 1,978 79
平成   5 年度 1,962 67
平成   6 年度 1,961 71
平成   7 年度 1,973 69
平成   8 年度 1,985 78
平成   9 年度 2,014 84
平成 10年度 2,020 83
平成 11年度 2,075 85

平成元年度 1,866 51
年　度 会員数 賛助会員数

平成 12年度 2,063 82

83
85
89
95

年　度 正会員 準会員 賛助会員
平成 25年度
平成 26年度
平成 27年度
平成 28年度

2,423
2,426
2,452
2,496

59
67
72
80

平成3年
平成4年
平成5年
平成10年
平成11年
平成12年

平成13年
平成14年

平成15年
平成16年

平成17年

平成18年

平成19年

平成21年
平成22年

平成23年
平成24年
平成25年

平成27年

平成28年
平成29年

10月
2月
5月
10月
3月
7月
10月
1月
4月
5月
12月

  
7月
4月
11月
2月

4月

7月

3月
7月
9月
4月

7月
1月

4月
6月
10月
11月
4月
7月
8月

創立30周年記念行事の開催
秀嶋宏会長を選出（第5代会長）
日本民間病院連絡協議会
第1回コーディング講習会を開催
佐 英々逹会長を選出（第6代会長）
四病院団体協議会が発足
全日本病院協会理念の制定
創立40周年記念行事の開催
佐々会長中医協委員に選出
第1回病院事務長研修コースを開催
病院機能評価受審支援相談事業を開始
会員数2,100を超える
診療アウトカム評価事業を開始
日本病院団体協議会が発足
第1回看護部門長研修コースを開催
認定個人情報保護団体に医療提供側
として始めて認定
健康保険組合連合会と日帰りに加えて
一泊人間ドックの契約
第1回医療機関
トップマネジメント研修コースを開催
会員数2,200を超える
西澤寛俊会長を選出（第7代会長）
DPC分析事業（MEDI-TARGET）を開始
西澤会長中医協委員に選出
全日病総研（シンクタンク）設立
会員数2,300を超える
医療の質の評価・公表等推進事業を開始
創立50周年記念行事の開催
会員数2,400を超える
公益社団法人として認定される
現住所（住友不動産猿楽町ビル 7F）に本部を移転
院内医療事故調査等支援団体として活動を開始
猪口副会長中医協委員に選出
「特定行為に係る看護師の研修」e ラーニング提供開始
猪口雄二会長を選出（第8代会長）
会員数2,500を超える

昭和35年
昭和37年

昭和38年
昭和39年
昭和44年
昭和45年

昭和46年

昭和47年

昭和49年

昭和50年

昭和51年

昭和52年
昭和54年
昭和55年
昭和57年

昭和58年
昭和59年

昭和60年
昭和61年
昭和62年
平成元年

4月
2月
9月
11月
5月
1月
2月
7月

2月
6月
12月
5月

10月

9月
10月

2月
3月
8月
9月
8月
10月
3月
1月
7月
3月
4月
6月
1月

3月
8月

全日本病院協会を創設（本部・大阪市、小澤凱夫会長）
機関誌「全日本病院」を発行
社団法人として認可される
第1回全日本病院管理学会（現 全日本病院学会）
第1回欧米病院管理視察旅行
全日病管理学会雑誌第1号
「全日本病院ニュース」創刊
第1次病院経済実態調査
（72年までに6次にわたる調査）
会員数2,200を超える
第1回全国病院管理者協議会（国公私）を開催
日医の健保医総辞退へ全面協力を決定
（社）日本病院協会と第1回目の病院団体連絡会
代議員会で日本病院協会と合同を承認、
日病と合同趣意書
代議員会で全日病の条件付解散を承認。
両役員合同総会で新団体を「日本病院会」と決定
（約1年間、全日病の活動を休止）
理事会で全日病の存続を決定
代議員会で解散の白紙撤回と全日病の再建を承認、
本部を東京に移転
在籍確認で会員数は1,067
菊地眞一郎会長を選出（第2代会長）
全日病施設賠責保険が発足
第1回ハワイ研修旅行
特定退職金共済制度が発足
第1回全日病セミナーを開催
水道橋（清話会ビル）に本部を移転
四病院団体連絡協議会が発足
全日病ドック、全国法人総連合と調印
木下二亮会長を選出（第3代会長）
第1回日韓医療制度セミナー
無料職業紹介事業開設が認可
日本医療教育財団と提携
会員数2,000を超える
田蒔孝正会長を選出（第4代会長）
健康保険組合連合会と日帰り人間ドックの契約
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会員数 賛助会員数 準会員数
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平成 14年度 2,072 83
平成 15年度 2,100 83
平成 16年度 2,113 80
平成 17年度 2,150 81
平成 18年度 2,190 82
平成 19年度 2,250 89
平成 20年度 2,272 87
平成 21年度 2,289 90
平成 22年度 2,324 95
平成 23年度 2,348 104
平成 24年度 2,421 107

年　度 会員数 賛助会員数

※平成25年の公益社団法人への移行に伴い「準会員」を設置

※平成29年11月現在　正会員数　2,510

平成 13年度 2,073 82
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【  資　   格  】  本協会の目的及び趣旨に賛同して入会した、病院の代表者
　　　　　　 （代表者はその病院の管理者又は医師である開設者、若しくはその病院の代表として選任された医師とする。）

【 入 会 金 】なし
【 年 会 費 】年額 96,000円、月額 8,000円
　　　　　　 （年度途中の入会の場合は、初年度に限り年度末までの月割分となります。）

正会員

※詳細については、全日病事務局までお問い合わせください。

入 会 の ご 案 内

【  資　   格  】  本協会の事業に関連して入会した、病院以外の医療機関の代表者
【 入 会 金 】なし
【 年 会 費 】年額 48,000円、月額 4,000円
　　　　　　 （年度途中の入会の場合は、初年度に限り年度末までの月割分となります。）

準会員

①本協会において発行する機関誌「全日病ニュース」、広報誌等の定期刊行誌を発行の都度、無償で
受け取ることができる。
②本協会が主催する全日本病院学会及び研修会等に参加することができる。

正会員・
準会員の特典

入会手続 入会申込書は当協会事務局よりお送りいたします。なお、正会員の入会申込書は都道府県支部を経由しての
申し込みとなります。

【  資　   格  】  本協会の事業を賛助するため入会した団体又は個人
【 入 会 金 】なし
【 年 会 費 】１口 100,000円

賛助会員

上記「正会員・準会員の特典 ①、②」に加えて、全日病ニュース、ホームページへの広告掲載及び会員に対して
ＤＭを送付することができる。賛助会員の特典

公益社団法人 全日本病院協会
〒101-8378 東京都千代田区神田猿楽町2-8-8 住友不動産猿楽町ビル 7F

TEL  03-5283-7441（代表）　FAX  03-5283-7444
E-mai l   info@ajha.or.jp h t t p s : / / w w w . a j h a . o r . j p /


